
I　はじめに

本誌第579号(1988年4月)並びに本誌第585号

(1988年10月)に,中村政則「アメリカにおける最

近の日本地主制・小作争議研究の動向」と玉真之介

i「『農民的小商品生産概念』について」が相次いで発

表された。筆者が考えている「農民的小商品生産」

についてのイメージと上記論稿での主張とは相当異

なっている。拙著『戦問期農地政策史研究』1)で十

分にふれられなかった点も含めて, 「農民的小商品

生産」概念について考えてみたのが本稿である。ま

ず,中村,玉両氏の論稿を検討することにより,問

題の所在を明らかにしておきたい。

中村氏は, 「私が長年,宿題のように思っていた

農民的小商品生産概念の再整理・再構成をきちんと

-行った人は残念ながら末だいないようである」2)と

され,この点について大方以下の点を主張されてい

る。 ①理論的方法としては「C+Ⅴ」論を採用しう

ること, ②生産費(「C+Ⅴ」 -内容的には第1

次生産費に相当しよう)を基準に三つのタイプの農

民的小商品生産類型を設定しうること, ③ 「私のい

う農民的小商品生産概念の三類型のうち,最も支配

的な類型はどれか」3)については,農林大臣官房統

計課『我が国農家の統計的分析』により,第1類型

から順に45%, 21%, 4%となること, ④中農層

(第2類型)の経営実態については, 「Fv』部分を

ギリギリ回収できたにしても,それは都市の最低賃

金ともいうべき人夫賃金にも及ばない」4)こと,で

ある。この中村論文については,中村氏の「地主

制・小作争議研究の最大の問題は,農民的小商品生

産概念を理論的にどう構成するかの一点にかかって

いる」5)という問題提起については首肯しうるとし

ても,その他の点では多くの疑問が残る。以下本稿
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にかかわる限りで指摘しておきたい。

まず,そもそもの課題であるところの「農民的小

商品生産」概念についての積極的主張点がどこにあ

るのかよく理解できないことである。上記の中村氏

の主張を簡潔にまとめると,第1次生産費の回収を

基準にした第1-3類型のうち,第2類型(中農

層)は「Ⅴ」部分ギリギリの回収しかしえない,と

いうことになろうか6)。このうち後半部分は従来か

らそれなりに指摘されていることであるし,また

「私のいう農民的小商品生産概念の三類型」という

言い方をされていることも考えあわせれば,この3

類型の提起が新しい主張点ということになるのだろ

うか。このあたりはどうも理解喧苦しむところであ

る。また,第1次生産費の回収を基準にした第1-

3類型の設定といった作業で, 「農民的小商品生産

概念の再整理・再構成をきちんと行った」ことにな

るのだろうか。甚だ疑問といわざるをえない。

次に,以下二つの疑問点を指摘しておきたい。一

つは,中村氏の基本的な理論的立場である「半封建

的土地所有」論に「C+Ⅴ」論をいとも簡単に折衷

される点である。講座派の「半封建的土地所有」論

の流れをくむ中村氏がこう簡単に「C+Ⅴ」論を受

け入れられると,筆者などは戸惑ってしまう。もと

もと,この「C+Ⅴ」論は地代論や農産物価格論の,

分析手法を農業問題の史的分析に適用したものであ

るが,その際言うまでもなく講座派流の「(辛)封

建地代」論に立つ論者の多くは「C+Ⅴ」論を基本

的に拒否していたのではなかったろうか。この点へ

の戸惑いは玉氏も「地主制を独自の『地代範噂』に

立つ『半封建的ウクラード』とした氏であれば,こ

の『地代範噂』と『C+Ⅴ』の関連は多少とも検討

されてしかるべきである」7)として表明されている。

この点については価値法則の理解とその貫徹の問題,
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いわゆる資本制概念の「適用」の問題など大きな理

論上の問題がある。少なく　とも「半封建的土地所

有」諭にたつ中村氏にとって,地主的土地所有と農

民的小商品生産との矛盾・対抗を「抽象的・一般

的」とし, 「C+Ⅴ」論を「具体的中身」とする8)

だけではすまない理論上の問題があるのではなかろ

うか。二つは, 「C1-Ⅴ」論の理解の問題である。

端的に言って中村氏は,小農の経営を分析すること

と小農の商品生産老化を分析することを混同されて

いるのではないかと思う。この点は,たとえば,

「それでは,農民が農業生産費のうち肥料費と労働

賃金に着目する意識はいつ頃から形成されはじめた

のだろうか」という自ら立てられた設問にたいし,

新潟県のT村是調査書」をみると「1900年前後から

農民経営の収支計算書に労働賃金と自家産の肥料を

価格に見番って,所得中に計算しはじめていること

がわかる」とされている9)ことから理解できよう。

「村是調査書」で行なわれているのは,しいて言え

ば小農の経営の分析であり, 「肥料費と労働賃金に

着目する意識」を問題にしているのではないし,普

たそれを導き出せるものでもない。以上が中村氏の

論稿に対する疑問である10)。

次に玉氏の論稿を検討しておこう。 「農民的小商

品生産」概念について玉氏が主張されている′のは以

下の点である。 ① 「小農範噂こそ農民的小商品生産

概念の理論的立脚点」であること, ㊨ 「複合的経営

形態」の日中作中貞層こそ「農民的小商品生産の中

JLh的担い手だった」こと, ③ 「農民的小商品生産の

発展」とは,第1次大戦後の農産物需要の量質両面

の発展を前提として「複合的経営」等をとりながら

積極的な「市場対応のための営農改善」の中でみら

れるものであること, ④ 「農民的小商品生産の発展

は高率小作料と矛盾・対抗する側面と共に,広範な

自小作農の借地競争によって逆に小作料を高める作

用も内包するもの」であること,である11)。

まず,疑問に感じるのは,玉氏が如何なる概念と

して「農民的小商品生産」を構成されようとしてい

るのかという点である。上記の指摘の限りではどう

も明確ではないように思うし,ここで指摘されてい

ることは多かれ少なかれ従来言われてきたことでは

なかったか。 「複合的経営形態」を積極的に主張さ
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れるのであれば,もっと具体的な経営分析を踏まえ,

それが如何なる経営構造をもっているのかを明確に

しないと,一般的にそれを指摘するだけでは研究が

前進しないのではなかろうか。要するにここで言い

たいことは,玉氏の場合, 「栗原理論」に依拠して

議論を展開されようとしているかに思えるのである

が,それでは「農民的小商品生産」概念が何ら明確

にならないのではなかろうかという点である。

今一つの疑問は,玉氏の「C+Ⅴ」論理解につい

てである12)。率直に言って,玉氏がここで主張され

ていることが十分に理解できない。つまり,玉氏が

述べておられる「自家労賃意識の高まり」,農民の

自家労賃「Ⅴ」, 「農民的生活水準」がそれぞれどう

いう~位置関係にあるのかである。たとえば,自家労

賃「Ⅴ」を規定するものとして, 「それは農民の総

収入の如何, ---多くの変数を総合した結果として

最後に決まるものであり, ・一・年々変動を免れない

ものと言わねばならないだろう」とされているが,

氏の言われる自家労賃「Ⅴ」を農業経営における労

働費部分と理解すればそれはそのとおりであろう。

しかし, 「C+Ⅴ」諭で問題にしている「Ⅴ」部分

とは農産物価格論の適用である限り総収入から諸経

費を控除した残額としての労働費部分を意味してい

るのではなくあくまでも可変資本相当分(社会的に

確定された経営者自身とその家族の最低生活費)杏

意味しているはずであり,それはおそらく氏の言わ

れる「農民的生活水準」と同レベルのものを指して

いるのである。いずれにしても「C+Ⅴ」論と玉氏

自身の主張との異同を明確にして頂ければと思う。一

以上が中村,玉両氏の論稿に対する疑問点である。.

両論文に共通していた問題点は, ① 「農民的小商品

生産」概念が必ずしも明確ではなかったのではない

のかということ, ②「C+Ⅴ」論をどう理解するの

かという点と, ③それと「農民的小商品生産」概念

との関連をどのように考えるのか,という点であっ

た。以下では,従来の「農民的小商品生産」概念の

理論的系譜を検討するなかで,これらの問題点につ

いて考えてみたい。

II 「農民的小商品生産」概念について

まず, 「農民的小商品生産」概念の理論的系譜に



ついて簡単に整理しておこう。

「栗原が提起した農民的小商品生産概念」13)と中

村氏が表現しておられるように,戦後「二つの道」

論に依拠していた時期の栗原氏の著作には「農民的

小商品生産」概念がいわばキー概念として登場して

いる。つまり,この時期の栗原氏の日本農業の理解

は「半封建的な地主的土地所有」と「農民的小商品

生産」との対立にこそ日本農業の基本的矛盾があり,

このような対立的ウクラードの構造的矛盾の激化が

日本資本主義の体制的危機の一環として「農業危

機」を発現させるというものである14)。このような

独特の把握に農業進化の「二つの道」論が重ねあわ

されるのである。・すなわち, 「『二つの道』のいわば

萌芽形態として寄生地主的土地所有の後退と農民的

小商品生産の前進との傾向が明治後期いらい緩慢に

すすんできている」15)と。当然ながら,小作争議は

「半封建的な地主的土地所有」と「農民的小商品生

産」との矛盾の激化としてとらえられることにな

る16)。このように栗原氏の場合, 「農民的小商品生

産」なる概念は「半封建的な地主的土地所有」に対

する二者闘争的な概念として,その発展の延長上に

「資本家的な蔑業生産関係の発展」を展望しうるも

のとして,また下からの「農民的農業革命」の可能

性を求めうる概念として提起されていたといえよ

う17)。 'だがしかし,この「農民的小商品生産」なる

概念が具体的にどのような内容をもって提起されて

いたのかとなると,それほど明確ではない。栗原氏

が具体的に示しているのはせいぜい蔑業生産力の向

上と農産物の商品化,あるいは商業的農業の発展で

ある18)。栗原氏の独特の日本農業理解も災いして,

「農民的小商品生産」概念の理解においていまだに

混乱が生じているのは,このあたりに一つの原因が

あるのではなかろうか。

このような栗原氏の「農民的小商品生産」概念を

小作争議研究に具体化したのが,西田莫昭氏である。

西田氏は, 「農民的小商品生産」の発展を「特に小

作農民層のそれは,生産力の増大と小作料の停滞な

いしは低減とによる農民取分の増大,つまり農民自

身の手による販売部分の増大により基本的にもたら

される」と理解され, 「商品生産小作農」を「小作

料飯米部分を生産物から差引いてなお自己の手元に

剰余が残り,しかもこの剰余部分の販売を目的とし

て再生産を行う小作農」とされた19)すなわち,農

業生産力の上昇などによる農民自身の手による販売

部分の拡大に,つまりは自給・小作料部分を除いた

販売部分の拡大に「農民的小商品生産」の発展をみ

られたのである。このような生産物のうちどれだけ

が商品化されているかという商品化率を基準にする

「農民的小商品生産」のとらえ方は,上記したよう

に栗原氏以来一般化したものと考えられるが,その

後比較的広範に受け入れられてきたように思われる。

というか, 「農民的小商品生産」概念についてそれ

ほど詰めて考えてこなかったといったほうが正確か

もしれない。しかし,農産物の商品化の度合を「農

民的小商品生産」の発展とする見方は,少なくとも

小農経営の発展・変質の過程を跡づける分析方法と

してほ正鵠を射たものではない。何故なら,商品化

率の動向は小商品生産老化の一現象としてとらえら

れる場合もあるだろうが, 「窮迫販売」などに端的

に表れるように必ずしも商品化率の動向が小商品生

産老化を示すわけではないからである。また,もと

もと「農民的小商品生産」なる概念が「半封建的な

地主的土地所有」に対する対抗的概念として設定さ

れていたのは農産物の商品化の進展によって農家経

済の商品経済化が進み価値法則が農家経済に次第に

貫徹していくという含意があったと思われるが,こ

のような把投にも根本的問題があったことは後にふ

れよう。

さて,以上とは違った理論的系譜をもつ「C+

Ⅴ」論を次にみておこう。前述したようにこの理論

的立場は,地代論や農産物価格論における「費用価

格」論を農業問題の史的分析に現状分析論として適

用したものである。もっとも, 「C+Ⅴ」形成論は

事実上限界規定を必要としていないのであるから,

当然ながらもともとの農産物価格論とは相当異なっ

てくる。周知のように,この考え方は輝峻衆三氏に

代表される。 「農民的小商品生産」の発展と「費用

価格」の形成との関連については,輝峻氏は「資本

主義の発展は・ ---小作農民の小商品生産者化を軍

らにうながした。そのなかで農民経営単位でみた

『費用価格』 (『C+Ⅴ』)の形成がさらに一段とすす

衣, --」とされているように,小作農軍の小商品
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生産老化を「費用価格」の形成の過程と理解されて

いる20)っまり,ここでは農家経済の商品経済化と

いう栗原氏などが着目した同じ現象も「費用価格」

の形成という視点から位置付けられることになる。

この分析視点は,上記の栗原氏流の「農民的小商品

生産」概念よりも,日本資本主義の展開との関連で

農産物市場論や労働市場論を媒介に歴史段階的に小

農経営の小商品生産老化を「費用価格」の形成とし

て把捉しえる点で,分析方法としてはるかに有効で

あるといえよう。筆者も基本的にこの立場にたつの

であるが, 「農民的小商品生産」概念として「C+

Ⅴ」論を構成しようとする場合,まだ明確にしてお

かねばならない栽つかの論点があるように思う。以

下では,それらの点について検討しておきたい。

「C+Ⅴ」論をもとに「農民的小商品生産」なる概

念を考えてみた場合に,たとえば, 「農民的小商品

生産」の発展といった場合に,そこに二つの含意が

あることに気づくであろうO一つは,小農経営を一

つの農業経営体として生産費計算をした場合に「利

潤」 (純収益)に相当する部分が成立してきている

といった意味あいで使用する場合である。この場合,

物財費部分や労働費部分を減価償却費も含めて何ら

かの形で見積もることになる.言うまでもなく,商

品化率が上昇することと「利潤」部分が萌芽的に成

立することとは必ずしも同一ではない。二つは,

「C+Ⅴ」の形成,特に「Ⅴ」 -自家労働評価の形

成として,経営主体の変化に即して議論をする場合

である。すなわち,自家労働評価の-形成による労働

費部分の費用化　つまりは自立した経営主体の形成

に小商品生産老化をみるのであり,小作争議の経済

理論として問題にしたのもこの点であった。しばし

ば,自家労働評価の形成は価値法則の漸次的浸透と

も理解され,労賃範噂の確立・ 「混合所得」の範噂

的分離・独立としこった形で問題にされることが多い。

その際,前者の「利潤」相当分の成立といった議論

と重ねあわせて理解される場合もある。しかし,こ

の把捉は,既に指摘されているように21)価値法則

の誤解に基づいたものであろう。価値法則の漸次的

浸透を「C+Ⅴ」の形成といった形で実体的に議論

することはできず,問題にすべきは価値法則の具体

的な展開の態様である。
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つまり,もう少し述べておけば, 「C+Ⅴ」論は

あくまでも価格次元での「C+Ⅴ」意識形成論であ

り,価値次元の議論とは異なるということである。

この点は従来しばしば誤解されるか暖味にされてお

り, 「C+Ⅴ」論の理解に混乱を持ち込むことにな

ったと思われる。 「C+Ⅴ」形成に価値法則の漸次

的浸透をみる議論は先にも紹介したが,たとえば,

輝峻氏が「小作農民の自覚,みずからの労働に対す

る価値意識と評価が高まるなかで, ・--」といった

表現をされていることにも表われていよう22)。ここ

での「価値意識」は「価格意識」と理解すべきでは

なかろうか。そもそも価値を意識することは不可能

であろうからである。このように従来の研究では一

方で価値次元の含意をもたせながら,他方では「Cl

なり「Ⅴ」なりを極めて実体的に扱っているのであ

る。これは前記の中村論文をみても理解できよう。

ここではもはや「Ⅴ」という表現をしていてもその・

内容は生産費計算上の労働費部分という意味以上の

ものではないのである。要するに,筆者がここで主

張したいことは「C+Ⅴ」諭から価値次元の議論を

取り去る必要があるのではないのか,つまり「C+

Ⅴ」論を価格次元の「C+Ⅴ」論に純化すべきでは

ないかという点である(こうなると「C+Ⅴ」とい

う本来価値を意味する表現をする必要はないのであ

るが,便宜上以下でもこの表現を用いる)0

以上の点が従来の研究で十分に明確にされていな

かったが故に,たとえば島袋善弘氏の次のような疑_

間がでることになった。日く, 「輝峻説は, 『C+

Ⅴ』形成論であるのか, 『C+Ⅴ』意識形成論であ

るのか判然としないが-=-」。島袋氏はこの自問に

対し,輝峻氏は前者の形成に後者がともなうと理解

されているのであろうとされ,それを前提に「C+

Ⅴ」は(前者の意味でも後者の意味でも)すでにBB

治初期には形成されていると結論されている23)良

袋氏のこの理解については二つのことを指摘してお

かねばならない.一つは上記したように「C+Ⅴ」

論はあくまでも価格次元の「C+Ⅴ」意識形成論と

考えるべきことであり,二つは「C+Ⅴ」意識形成

を明治初期からと考えるのは相当に早期すぎるので

はないのかという点である。 「C+Ⅴ」意識化につ,

いては,前掲拙著で述べたように,段階的に把超す



る必要があり,戦間期に漸く家計費の対日的意識化

の段階であった。 「家族員一人当一日いくら」の自

家労働評価の形成は農外労働との機会費用が成立す

る第2次大戦後,それも高度成長期まで待たねばな

らないのではなかろうかということである24)。

さて,以上をまとめておくと次のようになる。す

なわも,輝峻「C+Ⅴ」論を2点にわたり修正する

ことが必要であるということである。つまり,一つ

ば「C+Ⅴ」論を価格次元に純化して把捉すべきこ

と,二つは自家労働評価の形成は戦間期には家計費

の対日的意識化の段階と考えるべきこと,である。

III　おありに

最後に,本稿をまとめておきたい。

まず, 「農民的小商品生産」概念には,小農経営

を分析して「利潤」部分に相当するものが成立して

きているといった生産費計算の意味あいでとらえる

場合と, 「C+Ⅴ」評価の形成という意味あいでと

らえる場合との二つの含意があったこと,である。

後者の「C+Ⅴ」形成論の意味で「農民的小商品生

産」をとらえる場合には, ①「C+Ⅴ」形成の過程

に価値法則の漸次的貫徹をみるのは誤りであること,

②小商品生産者化は,特に自家労働評価の形成とし

て経営主体の変質過程と理解しうること, ③自家労

働評価の形成は「価値意識」化ではなく「価格意

識」化と理解しうること, ④自家労働評価の形成は,

戦間期においては生計費の対日的意識化の段階であ

り,戦後に至り漸く機会費用として成立しえたこと,

その背後には戦問期における労働市場の不完全さが

あったこと,である。

以上が「農民的小商品生産」についての筆者の考

えである。従来の「農民的小商品生産」概念は,読

者により様々な含意をもって使用されてきたし,そ

のため議論に無用の混乱を持ち込んだようにも思う。

その意味では, 「農民的小商品生産」なる概念は極

めてミスリーディングな概念であったといえよう。

本稿での筆者の考えに対する評価はどうであれ,今

後「農民的小商品生産」なる概念の使用には各人そ

れなりの理論的整理が必要ではないかと思う。本稿

がそのような気運の契機になれば幸甚である25)。

1)拙著『戦間期農地政策史研究』 (九州大学出版会,

1990年)序章。本稿は,この拙著と一部重なる点があ

ることをお断わりしておく。

2)中村政則「アメリカにおける最近の日本地主制・小

作争議研究の動向」 (『歴史学研究』第579号, 1988年)

46T4.、、

3)中村前掲論文, 47頁。

4)中村前掲論文, 50頁。

5)中村前掲論文, 46頁。

6)中村氏の論理のはこびは,第2類型を単純再生産型

として設定し, 「まがりなりにも『C+Ⅴ』を回収し

ている階層はどの程度の経営規模(所有規模ではな

い)を持つ農民かを」 「小作収支計算書」で検討し,

その検討によって大体「岐阜県の例では, 1町歩経営

の中農ですら」 「辛うじて単純再生産を維持している

というのが実状であった」ことを導き出され, 『我が

国農家の統計的分析』で中農等の割合を算出するとい

うものである(中村前掲論文47-50頁,以下の引用も

この箇所からのものである)。最大の問題は「小作収

支計算書」の分析である(筆者は出典を見ることがiI>

きなかったので,以下の記述は中村論文で読み取れる

範囲内の疑問点であることをお断わりしておく)。ま

ず,疑問に感じるのは何故わざわざ不正確極まりない

資料を使用しなければならないのかという点である。

表1についていえば,どういう調査のどういう数値か

(たとえば幾つかの経営の平均値か,個別事例のもの

か)不明であること,調査項目が不備であり(種子

費・畜力費などが計上されていない),それぞれの数

値がどれほど信頼できるか疑問であること(たとえば,

農具損料7円や肥料代25円余りは過大と思われる),

また小作料率をはじめ大方の項目で地主側と小作側の

評価が異なっていることもこの資料の信頼性を損なう

し(それにしても,小作料率が7割台とは当時の『小

作慣行調査』の結果からみても高すぎる),そもそも

このように異なると地主・小作の有利・不利がその原

因としても経営分析の資料としては問題が多すぎるこ

と,などである。以上は資料の問題なので一応おくと

しても,中村氏の論旨に照らした場合どうしても理解

できないのは,何故「辛うじて単純再生産を維持して

いる」という結論が出てくるのかという点である。例

示された資料には反当労働日数もでていないし(つま

り, 「人夫賃」がどのような水準のものか不明である

こと),また生計費にかかわる資料も提示されていな

い。なのにどうして「辛うじて単純再生産を維持して

いる」という結論が導き出せるのであろうか。中村氏

は, 「もう一つの地主側調査」 「揖斐郡宮地村の小作経

営の事例」で示したとされるかもしれないが,こちら

「農民的小商品生産」概念について(坂根)　23



も同様である(この事例で理解できないのは耕作費の

労賃分34円と「人夫賃金36円80銭」との関連である。

従って,中村氏が論文で提示された範囲の資料からは

「辛うじて単純再生産を維持している」という結論は

出せないのではなかろうか。さらにいえば,第3類型

(富農)は「利潤」を成立させる経営ということであ

るが,労働費部分の検討が上記のような状況では(物

財費の評価の問題はおくとしても) 「利潤」に相当す

る部分が存在するかどうかはわからないはずである。

上記の事例でたとえば労働費部分が相当過少に評価さ

れているのであれば,第3類型といえども「Ⅴ」ギリ

ギリの回収かもしれないからである。

なお, 「小作収支計算書」について付言しておけば,

これを小作経営の分析資料として使用するのはその信

頼性からして無理ではないかと思う。むしろ問題は,

各地で作成された「小作収支計算書」の変化を跡づけ,

それを「米生産費」調査の発展的系譜の中に位置付け

ることではないかと考える。たとえば, 1915年の農商

覇省や1917年の臨時産業調査局の『米生産費調査』で

は,小作農の生産費計算は反当収量からあらかじめ支

払小作料を差し引いた手取米についてのみ石当生産費

を算出するというものセあった。つまり,この時期の

米生産費調査では小作料は生産費の項目に上がってお

らず,小作農の生産米全体について生産費計算をする

形をとっていなかったことを意味する。それが1920年

代になると小作料を貨幣換算して費目にあげるように

なるのである。かかる調査様式上の変化は大きなもの

であるが,その他,費目の変遷などを跡づけていけば,

「小作収支計算書」をこの種の調査の発展的系譜のな

かに位置付けることができるのではなかろうか。

7)玉真之介「『農民的小商品生産概念』について」 (『歴

史学研究』第585号, 1988年) 43頁。

8)中村前掲論文, 42頁。

9)中村前掲論文, 43頁。石井寛治氏も「自家労賃」評

価の萌芽を産業革命期に求めようとされているのであ

る(石井寛治『日本経済史』東京大学出版会, 1976年,

189頁)が,これも「C+Ⅴ」諭の誤解に基づいてい

るものといえよう。

10)中村氏の論稿のなかで,若干気になった点を最後に

記しておきたい。中村氏はILO決議に関連して, 「ス

メサ-ストの小作農民-小企業家,小経営者説は,ま

さに日本政府や大地主の立場を代弁するものでしかな

いのである。このようなスメサ-ストの体制弁護的立

場は,昭和恐慌の捉え方や国家と小作農民との関係把

握にも鮮明な形で現れている」 (中村前掲論文, 43頁)

とされている。この前後の箇所を読み返してみてどう

も気になるのが, 「小作農民-小企業家」説が「日本

24　歴史学研究　　第608号

政府や大地主の立場」と同様であったが故に,それは

日本政府や大地主を弁護するものであり, 「体制弁護

的立場」だと政治的に断罪されているように思えてな

らない点である。もしそうであれば,この点はどうも

理解に苦しむ点である。また,中村氏は,林宥-氏の

論文(林宥- 「日本農民組合成立史論I」 『金沢大学

経済学部論集』第5巻第1号, 1984年, 78頁)により

那須晴を「小作農民を一一労働者と見ていた」 (中村

前掲論文, 53頁)とされている。林氏は村上保男氏の

那須が「小作農-労働者論に立脚していた」 (村上保

男『日本農政学の系譜』東京大学出版会, 1972年,

157頁)という評価を受けておられるようだが,この

村上氏の評価は少し誇張しすぎで, 「小作細農-労働

者」と理解するのが妥当であろう。

ll)玉前掲論文　41-45頁。なお,玉氏は, (恐らく上

記④と関連するものと思われるが)宇野弘蔵氏の白小

作形態による高率小作料の説明を肯定的に引用されて

いる(46頁)。この宇野説は,土地に対する小作人の

競争による説明と同様に,小作料の分析としては不十

分であると思われる。農産物価格論・地代論を念頭に

おいて議論すべきであろう。従って,玉氏の上記④に

つき若干ふれておくと,もし玉氏が想定されるが如く

「農民的小商品生産」の発展が借地競争をうみ小作料

が上昇したのであれば,これは単に自小作農の借地競

争の問題とのみ考えるのは不十分で, 「農民的小商品

生産」の発展の中で何らかの形でもたらされた超過利

潤が借地競争により差額地代に転化したものとみなけ

ればならないだろう。

12)玉前掲論文, 44頁。

13)中村前掲論文, 46頁。

14) 『栗原百寿著作集第3巻・幾業危機と農業恐慌』 (校

倉書房, 1976年) 20-21頁　85-86頁。

15) 『栗原百寿著作集第2巻・日本農業の発展構造』 (校

倉書房, 1975年) 3頁。

16)前掲『栗原百寿著作集第3巻・農業危機と農業恐

慌』 113貢, 123頁。

17)栗原百寿「地主的土地所有と農民的小商品生産」

(『経済評論』 1947年5 ・ 6月号)。栗原氏が地主的土

地所有を「半封建的」関係とするのは,経済外強制

としての「事情の力」による。 「事情の力」の問題性

については宇野弘蔵「いわゆる経済外強制について」

(『宇野弘蔵著作集第8巻・農業問題序論』岩波書店,

1974年)を参照のことo　なお,我が国における「二つ

の道」理論については,最近の太田仁樹『レーニンの

経済学』 (岡山大学経済学部, 1989年)が明確である。

18)たとえば,前掲『栗原百寿著作集第2巻・日本蔑業

の発展構造』 25頁　　-69頁, 166-167頁,や前掲『粟



原百寿著作集第3巻・農業危機と農業恐慌』 15頁, 44

頁, 51頁, 59頁, 66-67黄,など。

19)西田美昭「小農経営の発展と小作争議」 (『土地制度

史学』第38号, 1968年) 28頁, 40頁。なお,原文の傍

点は除いた。西田氏は別の箇所で「このような蔑民的

小商品生産の進展は,地主制の矛盾を顕在化させない

ではおかない。従来と違い小作農民が米販売者として

立ち現われるということは,小作料を費用として彼ら

に認識させることを意味している」 (西田美昭「労農

運動の発展」高橋幸八郎他編『日本近代史変説』東京

大学出版会, 1980年, 307頁)とされているが,そも

そも自家労働評価の形成を抜きにして突如小作料の費

用化がすすむのであろうか。

20)輝峻衆三『日本農業問題の展開・上』 (東京大学出

版会, 1970年) 263頁。中村氏は前掲論文(42頁)で

「明らかなように輝峻説は研究史的にいえば栗原説を

いっそう具体化したものなのである」とされているが,

研究史的には理論的系譜を異にすることを確認してお

くべきであろう。

21)佐伯尚美『現代農業と農民』(東京大学出版会, 1976

年),犬塚昭治『蔑産物の価格と政策』 (農山漁村文化

協会, 1987年)を参照。なお,以下の価値法則の理解

については,宇野弘蔵『経済原論』 (岩波書店, 1950

年),大内力『大内力経済学大系第二巻・経済原論上』

(東京大学出版会, 1981年)を参照。

22)輝峻前掲書, 264頁。もっとも,このような表現は

何も嘩峻氏だけのものではない。たとえば,庄司俊作

氏は「--・ところが,こうした形態の『兼業化』は決

して,自家労働に対する小作農民の価値意識化を促す

契椀にはなりえないことに注意しなければならない。

・--」 (庄司俊作「昭和恐慌期の小作争議状況」 『社会

科学』第30号, 1982年, 243真)とされている.

23)島袋善弘「日本資本主義と農地所有」 (『山梨県立女

子短期大学紀要』第21号, 1988年) 10頁。

24)輝唆氏が戦間期に貴外労働との楼全費用的な「Ⅴ」

形成を認められたのは,何故であろうか。この点を考

えるには,輝唆「C+Ⅴ」諭のもとになったと考えら

れる輝峻氏の農産物価格論をみなければならない(輝

峻衆三「農産物価格論における若干の問題点」玉城撃

他編『マルクス経済学体系・下巻』岩波書店, 1957

年)。輝峻氏の農産物価格論は,大内力氏の農産物価

格論にみられたマルクス方式とエンゲルス方式との混

在をマルクス方式として一貫させることにより大内説

を修正したものと位置付けられようが,その際の中心

的論点は, 「かくて,この平均的経営層の限界生産物

の費用価格のⅤほこのような低質銀と結合しており,

農業労働-の-単位の投下によってえられるVと,兼

業労働-単位によってえられるⅤとが均衡する点で,

年間労働日の農業労働と兼業労働-の配分割合が決定

されるということができるのではないだろうか」 (輝

峻前掲論文, 359頁)という点であった。問題はここ

の点せとある。曙峻氏の場合,農業労働によりえられる

労賃部分(vl)と兼業労働によりえられる(v2 【--

たとえば農業日雇労賃])とが均衡する点で労働力配

分が決定されるとされているわけである。疑問点は,

歴史具体的に考えた場合, vlがたとえば農業日雇労賃

v2で均衡するにはそれだけ農外労働市場が開けていな

ければならないという点である。しかし,戦後は別と

して,戦間期において労働市場がそれだけ開かれてい

たのであろうかという一疑問である。つまり,戦闘期の

状況は,農家側からする貴家労働力の供給価格を下げ

た地点で(つまりは農業日雇賃金よりも低い地点で)

漸く均衡しえたのではなかろうかということである。

従って,農業問題の史的分析としての「C+Ⅴ」論で

農外労働との梯全費用として「Ⅴ」を説かれているの

は,農産物価格論での論理を戦間期の「C+Ⅴ」論に

無媒介に適用された結果,戦間期の労働市場の展開を

過度に評価された為ではなも、かということである。

25)本稿脱稿後に野田公夫『戦間期農業問題の基礎構

造』 (文理関, 1989年)を読むことができた。本書の

主たる課題は「生産力構造の分析を踏まえた小商品生

産・小商品経済の歴史具体的・舞型的解明をおこなう

こと」 (3頁)であり,本稿の内容と深く関連してい

るので,以下本稿の論旨にかかわるかぎりでふれ七お

きたい。本書の骨格をなすのは, 「農民的小商品生産

の発展段階」とされた「土地生産性」と「労働生産

性」の比較分析である。つまり,本書では,分析対象

の三地域が稲作と他の「α」作物との「土地生産性」

「労働生産性」の比較分析で「農民的小商品生産の発

展段階」として序列づけられるのである。その意味で

は本書の分析は,本稿で述べた「農民的小商品生産」

なる概念の含意のうち,農業経営分析の系列にはいる

ととりあえずはいえる。さて,本書の分析でポイント

になるのは,実証的には経営資料により「土地生産

性」 「労働生産性」の分析がなされた箇所(24頁,表

2-13,表3-11・12,衰4-6・7)であり,理論的

には「農民的小商品生産の発展段階」の理論的把握に

ついてである。前者の諸表(経営資料)についてはそ

れぞれについてその経営資料の信頼性に疑問が残るが

(生産費費目中の「物財費」 「喪具損料」,労働日数,

雇用労働日数などの妥当性や米とその他「α」作物と

の相対価格など),それはおくとして,本稿との関連

で指摘しておきたいのは後者に関する著者の「Ⅴ」論

(62頁へ続く)
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ろう。しかし日本では,地味な基礎研究よりも,そ

れを解説し大衆化させる「中間小説」的な仕事の方

がしばしば社会的評価を受ける傾向がある。社会的

評価は,著者がベストセラーになり,マスコミへの

登場機会が増えるなど, 「円による投票」で人気を

博するという形で与えられる。

しかし,中間小説の読者に届けるべき知識は,誰

かが発掘し開発したものである。そしてその本源的

な開発こそが基礎研究の役割である。それでは,基

礎研究への評価はどのような形で行われるべきであ

ろうか。基礎研究というものは,本来　多方面への

応用を可能にすべき性格のものである。したがって,

これに所有権を設定し,これをもっぱら市場価格で

の取引に委ね,開発者に金銭的利益を還元するとい

うやり方は,献血制度と売血制度の比較を待つまで

もなく,必ずしも社会的に最適なやり方ではない。

学者は貧乏であるべきだと言うのは暴論だが,金銭

的誘因のみによって基礎研究が進展するとも思われ

ない。むしろ,基礎研究者に報いるには,別の方法

での社会的認知と評価が確立される必要があろう。

それが,学術研究を対象にする各種の表彰制度の持

つ意味に他ならない。

その意味でも,本書が経済図書文化賞に選ばれな

かったのは残念なことであった。しかし,本書は,

今後ながらくわが国におけるアメリカ大恐慌の研究

史に名をとどめ,後の研究者は本書を超えることを

目標として研磨をつむことになろうOわが国で初め

てアメリカの研究者の仕事に比肩し得る業績が出版

されたことを,評者は読者とともに素直に喜びたい。

(東京大学出版会, 1989年6月刊, A5判, 413頁,

8034円)

(18頁より続く)

82)勝山孝三『貿易起業　日清関係』 1889年, 8貫。こ

こでは中国人の流入による日本人労働市場の縮小につ

いても懸念されている。この点については,布川弘

「内地雑居と外国人労働者排除の法制度」 (『市場史研

究』第6号, 1989年)0

83)前掲「支那人と内地雑居」。

84)大日本綿糸紡績同業連合会『臨時連合会議事録』

1898年11月29日～12月2日, 127頁。

85)橋本奇策『清国の綿業』 1905年, 76頁。

(25頁より続く)

についてである.本書では価格レベルの「土地生産

性」 「労働生産性」を基準に農業経営の動向が跡づけ

られているわけであるが,その際,自家労働評価の歴

史段階性をより明確に論理に組み入れる必要があった

のではなかろうかという点であるo分析対象の三地j戎

とも「-人当たり一日いくら」の自家労働評価の成立

を前提に議論がなされているが,この点は三地域の労

働市場の展開に即して検討されるべきであったと思う

(もちろん本書では在来地場産業の豊富さや大都市労

働市場への近さなどが指摘されているが,ここで問題

にしているのはそれらが農業投下労働と代替可能性を

もつかどうかという点である)。前掲拙著でも述べた

ように,農外労働の機会費用として「-人当たり一日

いくら」の自家労働評価が成立するのは戦間期におい

てはごく限られた大都市労働市場の隣接地域のみであ

ったと思われるからである。従って,そのような地域

以外の農村地域では, 「労働生産性」の追求(つまり

「併進」型といったこと)自体が間堪たりえず,専ら

「土地生産性」の追求が問題とされたであろうという

ことである。
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